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・静岡文化芸術大学は、平成 22年４月に運営主体を学校法人から

公立大学法人に移行した。 

・公立大学法人化後７年目となる平成 28年度は、第２期中期計画

の初年度であり、第１期中期計画期間の実績を踏まえ、教育内容

の充実、留学生を含めた学生支援の強化、地域貢献の伸展、海外

の大学等との交流や多文化共生の推進、業務運営の効率化など、

新たな計画達成に向け、教職員一丸となって取り組んだ。 

 
【主な取組及び成果等】 

（１）教育研究等の質の向上に関する取組  

（教育研究等） 

・学士課程については、アドミッション・ポリシー（入学者受入

れ方針）、カリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施の方

針）、ディプロマ・ポリシー（学位授与方針）の３ポリシーを

改定し、修士課程については、新たに３ポリシーを制定した。 

・入学試験・高校大学連携センターを設置し、入学者選抜や入試

広報等様々な案件に迅速に対応した。 

・アクティブラーニングの要素を取り入れた授業や諸活動につ

いて、オープンキャンパス等で学外に向けて紹介するととも

に、学内では、全学 FD研修会等で教員の理解を深めた。 

・履修上限単位数超過履修（CAP緩和）の適用要件の改善を行っ

た。 

 

 

・学生の学習時間の確保や双方向授業の実現を目指し、学内組織

を立ち上げ、学習管理システム導入の検討を開始した。 

・地域の課題に取り組む実践演習として「産学協同国際デザイン

ワークショップ」や「つむぎ女子プロジェクト」の実施を通し

て両学部の協働を促進した。 

（学習支援） 

・修学サポート室長に学生部長、修学サポート室コーディネータ

ーとして各学部教員１名を配置し、体制を強化した。 

・留学生の県営住宅入居について具体的に協議を進め、平成 29

年度より入居を試行することとした。 

・３年生保護者を対象とした進路説明会を開催し、アンケートで

参加者の９割以上が、内容に満足したという回答を得た。 

・学校の紹介するインターンシップ一括募集先が文化施設新規

８社を加え、46社に拡大した。 

（研究） 

・科学研究費補助金に申請し不採択となった研究のうち優れた

ものに対し、研究費の支援を行う「科学研究費補助金・再チャ

レンジ制度」を導入した。 

・研究倫理 e-ラーニングを導入し、平成 28年度内に全教員に対

し受講を義務付けた結果、97.5%の教員が受講した。 

（地域貢献） 

・地域の課題に関して学生が主体的に企画し提案する「テーマ実

１ 全体的な状況 
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践演習」を開講し、前期に終了した実践演習について 10月に

公開報告会を開催した。 

・静岡県と連携した、東静岡周辺地区「文化力の拠点」形成検討

受託など、公的機関及び民間企業と合わせて 14 件を受託し、

地域企業や行政との間で共同研究５件、受託研究７件を実施

した。 

・ふじのくに地域・大学コンソーシアムが主催する SD研修会や

学生地域活動発表会について本学を会場として提供した。ゼ

ミ学生地域貢献推進事業は、本学が応募した４件全てが採択

され、研究資金を獲得した。 

（グローバル化） 

・留学支援として、協定校へ留学する学生に対し、交流留学生奨

学金を支給したほか、平成 28年度に新たに海外留学支援特別

奨学金制度を設け、派遣留学生の支援充実を図った。 

・国立台湾師範大学国際與社会科学学院（台湾）と交流協定を締

結し、協定締結校数を 10校とした。 

・協定校のイズミール経済大学（トルコ）に、デザイン学部教員

を半年間派遣し、現地での講義活動に加え、デザイン賞の審査

委員や地域のデザイン活動に参加するなど、研究協力を深め

た。 

 

（２）法人の経営に関する取組 

（業務運営） 

・教職員に向けて、第１期中期計画期間の実績や評価結果及び決

算概要とともに、第２期中期計画と平成 28年度事業方針につ

いての説明会を開催し、意識の共有化を図った。また、大学運

営及び教育研究全般に係る重要な課題事項等について、学長、

理事、副学長、学部長、研究科長等で組織する大学運営会議に

おいて検討・協議することで、教職員の一体的な大学運営に取

り組んだ。 

・平成 28年度に監査室を設置し、公認会計士の監査担当参事を

任用して、内部監査機能を強化した。 

・女性が活躍できる環境整備のため、学内に女性活躍推進委員会

を設置し、課題把握や支援策を検討し、育児支援策として週休

日にかかる入試の全学的な業務について業務免除を試行した。 

（財務内容） 

・外部研究資金獲得に向け、研究計画調書作成に関する研修会の

実施、研究助成に関する公募情報の提供に加え、新たに科学研

究費補助金の再チャレンジ支援制度を導入した。 

・年度前半の事情変化による補正と最終的な事業執行状況に応

じた補正の２回の補正予算編成ほか、事業実施状況を勘案し

た予算流用など予算の効率的かつ適正な執行を実施した。 

 

（３）自己点検・評価及び情報の提供に関する取組 

（評価の充実） 

 ・認証評価機関による評価を受け、課題となった事項について対

応可能なものは迅速に対応した上、評価結果について速やか

に学内外に公表した。 
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 （広報の充実） 

・大学 Web サイトで新着情報の掲載頻度を上げ、新着情報が見

やすくなるようトップ画面のレイアウト変更やサイト内のデ

ザイン変更等を行った。 

・本学の特徴である実践的な学びを特集した広報誌「SUACTION」

を発行し、最新情報の積極的な発信に役立てるとともに、教職

員が効果的に大学紹介できるよう、大学の基礎データ集を作

成し教職員に配布した。 

 

（４）その他業務運営に関する取組 

 （施設・設備） 

・第２期中期計画期間中の大規模修繕・更新工事実施のため、劣

化診断を受け、平成 29 年度以降の工事執行計画を策定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・省エネルギーの呼びかけや空調設備の運用の改善により、電

気・ガスの使用料を前年度比で 14％削減した。また、夏季の

ピーク電力量を抑制し、契約電力を引き下げたことで、電気の

基本料金を年額 180万円節減した。 

（危機管理） 

・海外へ派遣する学生に対して、現地での緊急時に対応できるよ

う、「危機管理サービス」に大学として加入した。 

（人権尊重） 

・ハラスメント防止のため、4月の開学記念式典での学長から訓

示、防止啓発リーフレットの配布を行ったが、教員による対学

生のハラスメント事例が発生した。これについて、規程に則り

速やかに調査し、教員１名を処分するとともに、全教職員に対

し学長による再発防止の訓示を行い、併せてハラスメント研

修を実施した。 

  平成 28年度業務実績の自己評価の状況 

 

項　　目 A B C D 計

教育・研究 7
(7.2%)

90
(92.8%) 0 0 97

法人経営 3
(11.5%)

23
(88.5%) 0 0 26

自己点検・評価
情報提供 2
(22.2%)

7
(77.8%) 0 0 9

その他 2
(11.8%)

14
(82.3%)

1
(5.9%) 0 17

計 14
(9.4%)

134
(89.9%)

1
(0.7%) 0 149

自己評価基準 
Ａ：計画を上回って実施している項目 
Ｂ：計画を十分に実施している項目 
Ｃ：計画を十分には実施していない項目 
Ｄ：計画を大幅に下回っている項目 
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(1) 大学の教育研究等の質の向上に関する取組        

特筆すべき取組及び成果等 

① 教育 

 

ア 入試広報の充実 

・ 学士課程の３ポリシー（ディプロマ・ポリシー、カリキュラ

ム・ポリシー、アドミッション・ポリシー）を見直し、改定

【№1】 

・ 修士課程の３ポリシーを新たに策定【№1】 

・ 入学試験・高校大学連携センターを設置【№2】 

・ アクティブラーニングの要素を取り入れている本学の授業及

び諸活動について、オープンキャンパスや各種説明会で紹介

【№9】 

・ 高校教員を対象とした大学開放日や懇談会の実施等を通して

高等学校との関係を強化【№12-1】【№13】 

イ 教育内容の充実 

・ 履修上限単位数超過履修（CAP緩和）の適用要件の改善 

【№15-1】【22-1】 

・ 学生の学習時間の確保や双方向授業の実現を目指し、学内組 

 織を立ち上げ、学習管理システム導入の検討を開始【№20】 

地域の課題に取り組む実践演習を通して両学部の協働を促進

【№30】 

 

 

 

ウ その他教育の取組 

・ 教員役職者の負担軽減策を検討し、学科内で科目担当を調整 

【№29】 

・ 学内ワーキンググループにおいて、学内無線 LAN（Wi-Fi)導入

エリアの優先順位付けと導入する学内無線 LAN（Wi-Fi)の基本

的な仕様の考え方をまとめた【№35】 

２ 項目別の状況          
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② 学習支援 

 

ア 学習支援 

 ・学生を対象として eBOOK利用方法の説明会を実施【№45-2】 

イ 生活支援 

・学生部長を修学サポート室長、各学部から１名の教員を修学サ 

ポート室コーディネーターとして配置し、修学サポート室の体

制を強化【№47-1】 

・学科の FD研修において、発達障害を持つ学生等についての研 

修の実施【№48】 

 ・授業料減免制度について学生ポータルや掲示等により学生に周 

  知【№51】 

・全留学生を対象としてアンケートを実施し、留学生が求める支 

援ニーズを調査分析【№46】 

 

 

ウ キャリア支援 

 ・平成 29年度から進路委員会をキャリアセンターへ移行するに 

あたり、試行的に委員会に副学長、学部長をメンバーに加え、 

意思決定を迅速化【№54】 

 ・３年生の保護者を対象とした進路に関する説明会を開催【№57】 

 ・インターンシップ一括募集先の拡大【№58-1】 

 ・平成 28年度の学部の就職率は 97.5% 

③ 研究 

 

ア 平成 27年度に実施した教員特別研究の研究成果を全て掲載し

た冊子を作成し、研究成果発表会等で配布するとともに、大学

Webサイトで研究成果を発信【№64】【№72】 

イ 文化･芸術研究センターの在り方、センター再編、機能強化策

について検討する中で、今後の本学の研究活動や地域連携の在

り方について学内外から広く意見を求め、開かれた討論を行う

場として「ビチャラ会」を開始【№69】 

 

 

 

ウ 科学研究費補助金に申請し不採択となった研究のうち優れたも

のに対し、研究費の支援を行う「科学研究費補助金・再チャレ

ンジ支援制度」を導入【№70】 

エ 研究倫理 e-ラーニングを導入し、平成 28年度内に全教員が受講

するよう義務付け【№74】 
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④ 地域貢献 

 

ア 地域社会との連携 

・地域の市民のニーズに応える形で、公開講座、公開工房、文化

芸術セミナー等の講座を開催し、参加者数を拡大【№75】 

イ 地域の企業、自治体等との連携 

・地域の課題に関して学生が主体的に企画し提案する「テーマ 

実践演習」を開講し、前期に終了した実践演習について 10月

に公開報告会を開催【№77】 

 

 

 

 

・地域企業や行政との間で共同研究５件、受託研究７件を実施。 

受託事業については、公的機関及び民間企業合わせて 14 件を受

託【№78】【№81-2】 

ウ 大学との連携 

・ふじのくに地域・大学コンソーシアムが主催する SD研修会や 

学生地域活動発表会について、本学を会場として提供 

ゼミ学生地域貢献推進事業は、本学から応募した４件の全てが採

択され、計 800千円の研究資金を獲得【№83-1】 

⑤ グローバル化 

 

ア 国際交流強化 

 ・学内で毎月、外国籍のゲストスピーカーを招いて「インターナ

ショナル・コミュニティ・フォーラム」を開催【№87-2】 

 ・学生が主体的に企画実施するテーマ実践演習の中で、協定校の

イズミール経済大学（トルコ）の学生と静岡県、企業と共同し

企画提案する「産学協同国際デザインワークショップ」を開催 

  【№31】 

イ 留学の支援 

 ・交換留学・交流留学等に関わる事務作業を円滑に行うため、交

流協定締結校との連絡担当教員を決定【№86】 

  

 

 

 

 ・協定校への派遣留学生に対し、新たに海外留学支援特別奨学金

制度を制定。日本学生支援機構海外留学支援プログラムに応募、

採択により、受入れ及び派遣学生へ奨学金を支給【№88】 

・平成 29年度からの留学生の県営住宅への入居試行の準備【№ 

91】 

ウ 海外の大学との交流 

 ・国立台湾師範大学国際與社会科学学院(台湾)と交流協定を締結

協定締結校数は 10校【№93】 

 ・協定校のイズミール経済大学（トルコ）に、デザイン学部教員

を半年間派遣し、現地での講義活動に加え、デザイン賞の審査

委員や地域のデザイン活動に参加等、研究交流を深める【№94】 
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(1)大学の教育研究等の質の向上に関する取組 項目別の評価状況 

項  目 A B C D 計 

教育 
2 

(4.7%) 

41 

(95.3%) 0 0 43 

学生支援 
2 

(8.7%) 

21 

(91.3%) 0 0 23 

研究 
2 

(25.0%) 

6 

(75.0%) 0 0 8 

地域貢献 
0 

14 

(100.0%) 0 0 14 

グローバル化 
1 

(11.1%) 

8 

(88.9%) 0 0 9 

計 
7 

(7.2%) 

90 

(92.8%) 0 0 97 
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(2) 法人の経営に関する取組      

特筆すべき取組及び成果等 

① 業務運営 

 

ア 役員会年間 12 回、経営審議会年間５回、教育研究審議会年間

11回、大学運営会議年間 12 回開催し、大学運営に係る重要事

項について、委員相互の情報共有・意見交換を通して、的確か

つ迅速に審議・決定【№95】 

イ 入学者選抜、広報、高校との連携を組織的かつ迅速に実施する

ため、入学試験・高校大学連携センターを設置【№2】 

 

ウ 監査室を設置するとともに、公認会計士である監査担当参事を任

用し、体制を充実【№109】【№111】【№112】 

エ 女性が活躍できる環境の整備のため、学内に女性活躍推進委員会

を設置して、課題の把握や支援策を取りまとめた。育児支援とし

て、入試業務等の全学的業務時の業務免除を実施【№105】 

② 財務内容 

 

ア 外部研究資金獲得に向け、研究計画調書作成に関する研修会の

実施、研究助成に関する公募情報の提供に加え、新たに科学研

究費補助金の再チャレンジ支援制度を導入【№113】 

イ 年度前半の事業変化による補正と最終的な事業執行に応じた

補正の２回の補正予算編成のほか、事業実施状況を勘案した予 

 

算流用など予算の効率的かつ適正な執行を実施【№116】 

ウ 第１期中期計画期間中の財務状況の推移を説明し、教職員の経費

削減及びコスト意識の啓発を行うとともに、エネルギー使用量の

縮減に向けた取組を実施【№118】 

(2)法人の経営に関する取組 項目別の評価状況 

項  目 A B C D 計 

業務運営 
2 

(10.0%) 

18 

(90.0%) 0 0 20 

財務内容改善 
1 

(16.7%) 

5 

(83.3%) 0 0 6 

計 
3 

(11.5%) 

23 

(88.5%) 0 0 26 
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 (3) 自己点検・評価及び情報の提供に関する取組        

特筆すべき取組及び成果等 

① 自己点検・評価 

平成 28年度に国の認証評価機関による評価を受け、その評価結果を速やかに学内外に公表【№119】 

② 情報公開等 

 

ア 大学 Webサイトで新着情報の掲載頻度を上げ、新着情報が見や

すくなるようトップ画面のレイアウト変更やサイト内のデザ

イン変更等を実施【№121-1】  

イ 公立大学であることが明記された新しいロゴを作成し、Webや

パンフレット等の印刷物で積極的に使用【№121-2】 

 

ウ 本学の特徴である実践的な学びを特集した広報誌「SUACTION」を

発行し、大学の最新情報を積極的に発信【№121-1】 

エ 教職員が効果的に大学を紹介できるように、大学の基本的なデー

タを集めた「SUAC理解に関する基礎データ集」を作成【№124】 

(3)自己点検・評価及び情報の提供に関する取組 項目別の評価状況 

項  目 A B C D 計 

自己点検･評価 
1 

(100.0%) 0 0 0 1 

広報・情報公開 
1 

(12.5%) 

7 

(87.5%) 0 0 8 

計 
2 

(22.2%) 

7 

(77.8%) 0 0 9 
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 (4) その他業務運営に関する取組     

特筆すべき取組及び成果等 

① 施設・設備 
 

ア 第２期中期計画期間中の大規模修繕･更新工事実施のため、劣

化診断を受け、平成 29年度以降の工事執行計画を策定【№125-2】  

 

 

イ 熱源設備のオーバーホール工事を実施したほか、緊急度の高い

箇所等の修繕工事を実施【№127】 
 

② 安全管理・防災対策 

 

ア 地震発生時における常駐業者（警備、設備管理）と財務室員の

行動マニュアルを作成し、休日や深夜帯を含めた危機管理体制

を強化【№130】 

イ 期限到来となる災害備蓄品の更新（補充）を継続して行ったほ

か、エレベータの閉込対策としてエレベータ内に備蓄品を配備

【№132】 

 

ウ 工房管理等安全管理運営委員会を開催し、工房の安全管理体制を

点検したほか、講習会を実施し、工具の安全な使用方法を周知 

【№128】 

エ 本学が海外へ派遣する学生に対して、緊急時に現地で対応が可能

な「危機管理サービス」に大学として加入【№134】 

③ 人権尊重・社会的責任 

 

ア ハラスメント防止に関し、学長から教職員に対して４月の開学

記念式典での訓示、防止啓発リーフレットの配布を行ったが、

８月に教員による対学生のハラスメント事例が発生した。この

ため、規程に則り速やかに調査し、12 月に教員１名を処分す

るとともに、全教職員に対し学長による再発防止の訓示を行

い、併せてハラスメント研修を実施した。また、ハラスメント

委員会において、平成 29 年度からの外部相談窓口の設置とハ

ラスメント防止啓発ポスターの掲示を決定した。 

 

 学生向けには、４月のガイダンスで学生部長による相談体制の説

明、防止啓発リーフレットの配布、ハラスメント研修会を実施し

た上、学生生活調査を通して現状把握に努めた。【№137】 

イ 省エネルギーの呼びかけや空調設備の運用の改善により、電気・

ガスの使用料を前年度比で 14％削減するとともに、夏季のピー

ク電力量を抑制し、契約電力を引き下げたことで、電気の基本料

金を年額 180万円節減【№140-1】 
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(4)その他業務運営に関する取組 項目別の評価状況 

項  目 A B C D 計 

施設・設備 
0 

3 

（100.0%) 0 0 3 

安全管理・防災対

策 0 

9 

(100.0%) 0 0 9 

人権尊重・社会的

責任 

2 

(40.0%) 

2 

(40.0%) 

1 

（20.0%) 0 5 

計 
2 

(11.8%) 

14 

(82.3%) 

1 

(5.9%) 0 17 
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